
炭素関税の動向、エコデザイン規則の上市規制
輸出品へのCFP対策をお忘れなく

再エネ価値の効果的活用を

公益事業学会（電力）政策フォーラム
「2030年度の脱炭素に向けた環境価値/証書/市場・制度の論点」

一般財団法人 日本エネルギー経済研究所 柳 美樹
※本報告は、小論 柳（2024 ）「乱立する炭素国境調整」に基づいております
詳細はこちらをご覧ください（https://eneken.ieej.or.jp/data/11864.pdf）

https://eneken.ieej.or.jp/data/11864.pdf
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報告要旨：国際的に求められる排出量報告

主要国の炭素の国境調整（CBAM：Carbon Border Adjustment ）の制度設計等が進んでいる。国境調整（炭素関税）の乱立は、
貿易秩序の混乱も招きかねない。国際的な理解を得やすいカーボンフットプリント（CFP）、再エネ利用の在り方も重要となる

▌EU CBAMと「上市」義務であるエコデザイン規則による 製品排出量の報告義務
世界初の制度設計を完了。2026年-炭素関税の課金を予定している（延期可能性あり）

 2023年10月から「移行期間」の報告義務が発生。 CBAMの報告義務は間接排出量（電力）の報告となる対象製品は
 セメント・肥料（アンモニア）一部とみられる。

→CBAMでは、原則として系統平均の原単位を使うが、再エネPPAの場合は排出ゼロ扱い 
（他方、小売事業者とのフィジカルPPAや環境価値のみ の受け渡しの場合、系統電力の原単位が適用される）
→エコデザイン規則による上市規制が実施されると、電力への拡大の可能性もある（測定方法は、今後決定）

▌UK CBAM：英国政府は2027年CBAM実施を決定
 7月 労働党による政権交代。EU CBAMとの対比では、以下の点に相違がある。
①排出量の計測方法：製品の製造プロセスにおける排出量（電力を含む体化排出量embodied emission）を実測するか、
一定の計算方法に基づく世界平均デフォルト値を使う 
②課金形態：排出量取引制度の炭素価格等で算定する「セクター別実効炭素価格」と、EUと同様の四半期課金 の併用
③免除規定：対象製品の輸入金額の閾値を50,000￡に設定（それ未満は免除）など原産国の明示的炭素価格との差分

▌豪州のコンサルテーション：豪州でもETS(Safeguard Mechanism)による「国境調整を実施する」と決定（2024年10月）
我が国のセメント製品の主要輸出相手国であり、日本への本格課金課金も予想される

▌米国：炭素税なき排出原単位ベースの国境調整も検討中。「関税は辞書で最も美しい言葉」と選挙期間中のトランプ大統領
1

電力を含む
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出典：経済産業省（2010）「2010年版 
不公正貿易報告書について」を基に筆者作成
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国産品

気候変動対策が不十分な国からの輸入品に対し、水際で炭素課金を行うこと。さらに排出量に応じて、追加的に自国からの
輸出に対して水際で炭素コスト分の還付(その際排出量の差分を考慮)を行う場合もある
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→内外無差別：国内製品（に対するETS等の規制措置）に等しく、輸入製品を扱っているか？がポイントとなる。

炭素国境調整とは（炭素関税）

2
※製品重量あたり課税額＝ 製品炭素原単位（GHGs/製品重量）× 輸入国の炭素価格（$/ GHGs ） 
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炭素国境調整の制度設計の構成要素

制度設計には以下の要素の組み合わせにより、環境便益、競争条件の改善度や、行政管理のしやすさが異なる。いかな
る制度設計にすれば、WTOルールとの整合性があるのかについて、前例がなく不明
制度設計要素 設計の選択肢
１．貿易措置 輸入財の調整のみか、輸出財へのリベートを含むのか
２．調整対象とする国内制度 炭素税、排出量取引制度か、規制的な措置か、両者か
３．課税対象国 気候リーダー国の免除、後発開発途上国（LDCs）への配慮
４．対象セクター 素材産業や電力だけか、複雑な財に拡大するのか
５．排出のバウンダリー 工場内の直接排出のみ（Scope1）か、購入電力や蒸気等を含むのか

（Scope2）、採掘時や最終消費の排出等を含むライフサイクルで考えるのか
（Scope3）

6. 製品に体化された
炭素排出の計算

工場や企業単位別の実排出量の適用か、ベンチマーク（ベストプラクティス、平均
値）か。ベンチマークの場合、国際基準等を用いた自己申告を併用するか

7.調整額の計算のための
炭素価格

原則として、国内炭素価格（炭素税、排出量取引制度、諸規制など）と同等か、
それ以下の範囲
ー輸入品への課金と併せ、輸出国の炭素価格分の考慮

8.収入使途 国内の環境使途に利用するか、途上国支援に活用するか

出典｜A. Marcuら（2020）を基に筆者作成。
WTO協定の先行研究の類型は柳（2022）が詳しい。脱炭素と貿易の課題 炭素の国境調整を中心に https://eneken.ieej.or.jp/data/10773.pdf

EUのように炭素価格の内外gapに注目する考え方と、米国・豪州のように、炭素排出原単位に着目する考え方がある
3
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セメント、輸入電力、肥料（アンモニア含む）、鉄鋼（＋ネジ ボルト）、アルミ、水素など素材系に
限定。 しかし、 下流製品に拡大の可能性

2025年末までに有機化学・ポリマー(対米？)に適用拡大する可能性を評価

（上記の製品を予断しない、イメージ）

2030年を目途とし、EU ETSの対象製品と等しくCBAMの対象製品とする可能性を残す

EU CBAM対象製品

朱文字のみ間接排出

4
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エコデザイン規則（「上市」規則 Ecodesign for Sustainable Products Regulation）
デジタルパスポートなどのインフラ整備も

2024年7月発効、2027/28年からの適用も予定されており、
 ESPR は、製品、部品、材料のデジタル ID カードであるデジタル製品パスポート (DPP) を導入

5

2026年|
最初のエコデザ
イン規則の採択
（例:衣料品、鉄）

出典|欧州委員会（2024）「ESPR online Information session」2024年5月
https://commission.europa.eu/energy-climate-change-environment/standards-tools-and-labels/products-labelling-rules-and-requirements/ecodesign-
sustainable-products-regulation_en

2025年前半|最
初のESPR作業計
画の採択・公表



IE
EJ

 ©
 2

02
5

エコデザイン規則製品リストが明らかに
（2024年11月）

JRC Publications Repository
- Ecodesign for Sustainable Products Regulation: Study on new product priorities

6

左記のリストによれば、
最終製品では衛生用品から、家具、おもちゃ、
タイヤなど
中間製品では鉄アルミ、化学などの中間製品
に適用される。

「カーボンフットプリント（その上限値）」
を要件とする可能性がある。

出典｜Faraca, Gら（2024）JRC138903

https://publications.jrc.ec.europa.eu/repository/handle/JRC138903
https://publications.jrc.ec.europa.eu/repository/handle/JRC138903
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まとめ

 現実主義への回帰｜EUではグリーン規則よりも、競争力強化が優先されつつある
→ 産業界の主張から、より一方的な市場防護策を図る可能性も捨てきれない

上市規制であるエコデザイン規則：カーボンフットプリント（ライフサイクルでの排出量の情報開示）、
簡素化も含め炭素関税（炭素国境調整）にむけた歩みを止めていない。準備が必要

 様々な内外の脱炭素に向けた取り組みのなかで、多様なグリーン証書ビジネスが発生した
但し、必要なところに必要な実態的な再エネを届ける

（≒ EU CBAM 炭素課税では、
原則として系統平均の原単位を使うが、再エネPPAの場合は排出ゼロ扱い ）

 いつか来た道｜温暖化対策では、中道路線の維持も大切
貿易立国の日本は、エネルギー価格の市場の国際競争力を含む様々な要請にこたえる必要があり、
希少な再エネの有効利用が重要 「届けるべきところへ」

7
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